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明

モーリス・ドツプは最近出版された『経済成長と低開発諸国』という小冊子

のなかで， 「人類の歴史において，経済の進歩または成長は比較的近代のもの
(1) 

である。」と述べている。なるほど物質的側面からみれば，人類全史の上では，

たえざる経済の成長があったであろうことは容易に想像がつくにしても，それ

が顕著なものとして，すなわち人間の意識に反映するまでに至ったのは，なん

といっても機械制大工業が全面的に開花する資本主義制度のもとにおいてであ

った。われわれは，これとの関連において， 『共産党宣言』で述べられている

有名な文章を容易に想起するであろう。

「プノレジョアジーは歴史の段階で極めて革命的な役割を演じた。……〔それ

は〕人類の活動がやり遂げる能力および生産諸用具をたえず変革していく乙と

なしには生存できないということを，最初にわれわれにさし示した。ブノレジョ

アの時代を他のすべてと区別して性格づけるものは，生産のたえまない変態で
(2) 
ある。」

ドッブもまたJ・M・ケイシズのー著作中の引用文とともにこの文章を引用

し，さらに乙の歴史的事実を裏づけするために， J• s・ペテノレの『経済的発
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(3) 

展と文化の変化』を参照しつつ，経済の「成長率」にふれている。そのさいに

経済成長の指標を生産関係をも含めたものとせず，これを工業生産高に求めて

いることに注意しておく必要がある。

さてそれによると， 十八世紀以前においては， 全世界的規模で人口 1人当

りの工業生産高の成長率は年間1パーセントかそれ以下であったのにたいし，

1860年以降は2・6パーセントであったとしている。もっとも，これは全世界の

概略的平均成長率であるから国によっては相当大巾な差違があり，とりわけそ

の差異は先進工業国と後進工業国とのあいだにみられ，前者の成長は後者にく

らべ，かなり緩慢であるとしている。

たしかに機械制大工業は物質的側面における慈大な生産を可能にし，十八世

紀に至るまでとは異質的なほどに高い経済成長をもたらじた。しかし，益々物

質的生産力の高まった先進工業国で成長率が緩慢となるのはなぜだろうか。も

う少しその情況を眺めてみよう。

ドッブはさらに次のように述べている。 「工業開発の後期の段階において，
(4) 

資本主義国の成長率が緩慢イじするという形跡がある」と。もとより，各資本主

義国の工業開発が，いわゆる「後期の段階」へ，いついかなる時期に突入する

のかということは， ドップのさきの文章からは知るすべもないが，つづく文章

から推して，イギリスはすでに1880年に，つづ、いて， 1910年代にはプランス・

ドイツ・イタリア・スヲェーデン・アメリカが乙れに加わるが，新顔の工業国
(5) 

である日本は，例外的に高い成長率を維持しているという記述があるのみで，

はたして日本が， ドッブのいう「後期の段階」に入ったのかどうかは判然とし

ない。

このような発展の段階分析は， ドップ自身が成長問題との関連でとりわけ

鋭く対決しようとしているW ・ロストワの有名な発展段階論と組み合わせてみ

ると興味深いものがある。 W ・ロストワによれば，各国の成長が停滞するのは，
テイク・オフ

その国が資本主義国であるか，社会主義国であるかの区別なく，彼流の「離陸」期

から「成熟」期の段階へと発展していくからである，というきわめて明解な論

理を展開している。もとよりロストヲの理論は階級的性格を抜きにし，一面で

はかなりの観念論的性格をもつものであるが，実証的なものとしては耳を傾け
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るべき点もあるので，論理の批判は別として，とにかくも先ほど述べた各国が

いかなる時期から成長の停滞が始っているかをロストクに求めてみよう。

W ・ロストワは，いちおう「成熟j期なる概念を， 「社会が広範な近代的技
(6) 

術（その当時における〉を大量の資源に有効に応用し終えた時期」として定義

し，各国がそれを達成した概略の象徴的日付として次のような年代をあげてい

る。

英国， 18500スクェーデン， 1930。合衆国， 19000日本， 19.400 ドイツ，

1910。ロVア， 1950。プランス， 1910。カナダ， 19500

われわれは，この数字をみて，ロストワの「成熟jの時期とドップのいう「

停滞」の時期がかなり類似している乙とに気がつくであろう。もっとも，ロス
(7) 

トクの英国にかんする評価は， J.クチシスキーやW ・コートの評価を参考に

したばあい，およそ20年位早きに過ぎるように思われる。またロストクがロν

アを他の資本主義国と同列に扱っている点は，すでに指摘していたとおり，経

済成長を全く物量的に，あるいは生産力的にしか捉えていないという難点をも

っている。われわれは，ロストクのように社会制度の差異を無視し，超歴史的

な過程として「経済成長」を論ずることはできない。その批判はさておくとし

て，われわれがいまここで問題としているのは，前にも述べたごとく，資本主

義の発展の後期では，なぜ経済成長率が緩慢化するのかという，その理論的根

拠の社会構造からの究明である。

ではドップはそれに対してどのような解答を用意しているであろうか。ドッ

ブの解答は前出書の結びのところで次のように与えられている。

「アメリカやイギリスのような成熟した工業経済では，成長は緩慢である。

というのは資本主義は，その最近の独占形態では，成長に用いられる現存の潜

在的な力（それは過去において， 1世紀またはそれ以上の開発の間に，資本主
(8) 

義自身が作り出したものである）を利用することができないからである。 J

この一文を要約すれば，資本主義における独占の成立こそが，経済の成長を

緩慢にするということになるであろう。レーニシもまた『帝国主義論』のなか

で次のように云っている。

「帝国主義のもっとも深い経済的基礎は独占である。この独占は，資本主義
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的独占である。……この独占は，………不可避的に停滞と腐朽イじとの傾向をう

みだす。たとえ一時的にもせよ独占価格が設定されるかぎり，それに応じであ

る程度まで，技術的進歩にたいする一ーしたがってまたいっさいの他の進歩，

前進運動にたいする一一一刺激的要因が消滅し，さらにまた，技術的進歩を人為
(9) 

的に阻止する経済的可能性があらわれる d 」と。

ドッブやレーニシの引用文からすれば，まさに独占に固有の停滞と腐朽化と

の傾向乙そが， 経済成長率を停滞させることになるのである。 いってしまえ

ば， ドッブが「停滞」といい，ロストクが「成熟」したというその資本主義の

発展段階は，まさしく独占資本主義が完成する段階であるということができよ

つ。

しかし，われわれには次のような疑問が生じざるをえない。一国の成長率が

高く，経済が発展しているときに，何故独占ができるのか。資本主義はなぜ，

みずからの順調な発展にたいして，その阻止要因となる独占を形成するのか。

むしろ成長率が低下したからこそ独占が形成されるのではなかろうか。

乙の疑問はある程度もっともらしく思われる。しかし，資本家にとって必要

なのは，経済の成長でも発展でもない。それは飽くことなき最大限の利潤追求

であり，かかる利潤をもたらすかぎりでのみ資本家は高度成長が必要なのであ

る。だから利潤率が低下すれば，資本家はこの利潤率のいっそうの低下を防止

するため，あるいはそれを高めるために，いろいろの手段でもって独占を形成

するのである。その結果として経済成長率が低下しょうが高くなろうが個別的

資本家の知ったことではないのである。
日間

長期歴史的にみれば，体制的利潤率は，循環的利潤率という波動的運動形態を

とりながらも，たえず低下していく傾向にあり，またそういう必然性をもってい

る。その必然性をもっとも端的に示すと，各個別資本家は激烈な競争戦の中で

超過利潤を獲得するために，商品1ケ当り生産費を下げようとする。そのため高

い生産性の機械を導入するのであるが，それは結果としては，生産資本の有機的

構成を高めることになる。かくして優れた資本家は市場において個別的生産利

潤率よりも高い実現利潤率を獲得することになるのであるが，乙の有機的構成

の高度化が社会的に一般化する段階になれば，個別的超過利潤の取得は不可能
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となり，まさにそのようなものに照応した新しい平均利潤率が形成されるので－

ある。しかも，この新たに形成された平均利潤率は，周知のように剰余価値率が

一定であれば， （もっと詳しく云うと，追加蓄積資本部分の従来の資本総量に

対する比が，新たに作りだされた剰余価値の従来の剰余価値に対する比よりも

大きし1ばあいには，い。てしまえば，
J(C+V) 
c+v >M  （ただし， dC>O, JMミ0,.dM>JV) 

任1)

という条件式が成立するばあいには），生産資本中の不変資本部分が相対的ー

に巨大化することによって，投下された生産資本総量に対する利潤総量は相対

的に減少し，これまでの水準を下まわったものとなるのである。つまり利潤率

を高めようとする資本家的意図が，個別的にはただ一時的には果されうるにし

ても，一定の時間の経過ののちには，それは逆にこれまでの平均利潤率をさら

に低下せしめる要因へと転化するのである。この乙とがさらにもって資本の蓄

積を強制する圧力となるが，乙れまた因果相応して社会的平均利潤率をいっそ

う低下させるという悪循環をなし，かくして利潤のための利潤追究，蓄積のた

めの蓄積という累積的な矛盾の拡大過程こそが，資本主義的生産様式に個有のa

「経済成長」の本質なのである。

乙の矛盾がたえず爆発し，その傷痛に耐えた資本が，どのように再起し，ふ

たたび矛盾の大爆発の中に投げ込まれるかという過程のいっそう詳細な展開は

別稿にゆずることにして，乙こでは，その苦悩が独占の形成へと移。ていく論t

理をかんたんながらみておくことにしよう。

われわれは， 蓄積と結びついた利潤率の低下が， 諸資本間の競争を生ぜし

め，そこで超過利潤を獲得するのは，いち早く生産性の上昇（有機的構成の高

度化〉を実現した若干の資本家であることをみてきたのであるが，しかし，や

はり社会全体の利潤率の低下は資本家の大小を問わず，資本家階級全体にとっ，

て損失をもたらすものであり，そこでは乙の損失をいかに資本家間で分配する

かという問題が生ずるc

それについてマルクスは次のように言っている。

「利潤の分配が問題でなく損失の分配が問題となるにいたると，各人はでき

るだけ自己の負担分を減少して，乙れを他人に転嫁しようとする。損失は資本

家階級全体としては避けることはできなし＇ oだが各人がそのどれだけを負担す

べきか，大体どの程度までそれを分担しなければならなし1かという段になると



- 52- 資本主義的経済成長の構造について

乙れは実力と狭智の問題となるのであって，この場合競争は敵対する兄弟の斗
(12) 

争に転化される。」

つまり，この損失をいかに負担するかは，各資本家の力関係，すなわち資本

の絶対的大きさによって決定されるのであって，乙の競争戦をつうじて資本家

は資本の集積・集中を強制され，一産業部門内で支配権を掌握せんとするので

ある。だがこの独占はー産業部門内だけでなく，社会の基幹的産業の主要面で

形成されるに至り，一社会内に幾つかの独占資本家団体が形成されるようにな

る。かくして，資本主義的生産が行なわれる社会にあっては，利潤をめぐる競

争によって生産手段が発展し，巨大化していくのである。生産手段の巨大犯が

また利潤率を低下させることによって次の過程ではさらに大きな独占を形成す

るのである。乙の論理は，資本そのものが作りだす自然史的な論理であるが，

また物質的にみても，生産手段の巨大化という資本主義的発展の一定の段階を

前提することによって，はじめて独占成立の具体的な基礎が準備されるのであ

る。

かようにしてまた，資本主義的「経済成長Jも，資本主義が独占段階へと突

入する乙とによって，自由主義段階とは異った，あらたな態様を示すことにな

るのである。それは資本の利潤追求の無政府的競争の結果としての「成長」か

る，独占資本が，そしてやがては国家をも動員しながら利潤を最大限に追求し

ていく政策の手段として，つまり「経済成長」政策として逆に利潤追求の道具

へと転化することになるのである。

このようにみてくると，資本主義国における高い成長率というものは，まさ

にそのような成長率のもとで資本としての定在をしうるようなばあい，つまり

資本がそれ相当の利潤を確保しうるようなばあいでのみ，可能なのであって，

もしそのような状況のもとで利潤を見出しえないばあいには，つまり高い成長

率が資本にとって不利のばあいには， 資本家は技術的改善とその導入を中止

し， 高い成長率を拒否し， 経済の停滞にむかうような政策を打ち出すのであ

る。とはいっても，独占が形成されたからといって， 「個々の産業部門や個々

の国々で，ある一定期間」， 「技術的改善によって生産費を低下させ利潤を増
(13) 

大させる可能性があるJ乙とを否定するものではけっしてない。
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以上，われわれがみてきたことから，成長率の低下が独占をもたらしたので

はないかという疑問が， いかに素朴なものであり， 資本主義的生産の内在的

性格をいかに理解しないものであるかがわかるc だがそれにもまして重要なこ

とは， 「経済成長」なるものの本質的内容が，資本蓄積との関連で再検討され

ねばならないということである。

(2) マルクス再生産表式の適用によあ経済成長の構造

われわれは，一人あたり工業生産高で「経済成長」を捉えてきたが，これは

人口増加率を捨象した国民総生産高でも代替しうる。年々の国民総生産高は，

年々の商品生産へと稼動投入される資本量によって基本的に規定される。すな

わち「経済成長」の問題は資本蓄積の問題であり，構造的には再生産構造の問

題なのである。だから「経済成長率」の歴史的にたどってきた変化というもの

は，つまると乙ろ多様な諸条件のもとにおける資本蓄積の結果として再生産さ

れてきた量的なものの年々の変化率でしかなかったわけである。すなわちこの1

資本蓄積は資本の利潤追求という本性的論理にもづくものであり，その結果と

しての国民総生産高がどのように変化していくかは，資本主義的経済成長の社

会的構造を明らかにする一つの課題でもある。

いまマノレクスの再生産表式を借用しながら，乙の問題を明らかにすると次の

ようになるであろう。

（第 1図〕

出発表式 fI 4000C+1000V+1000m=6000W ¥ 
< I 9, OOOW 
l TI 1500 C十750V十750m= 3000W I 

us一年度 r I 4400 C十1100V+1100m=6600W¥ 
{ I 9,800W 
l TI 1600 C +800 V +800m = 3200W / 

第二年度 fI 4840C+1210V+1210m=7260W ¥ 
~ I 10, 780W 
l TI 1760 C十880V十880m= 3520W / 

以下，第三年度の総国民生産量W 11,858 

第四年度の総国民生産量W 13,043.8 

第五年度の総国民生産量W 14. 348. 18 

周知のように，国民総生産量が結果的に年々10%増加していくこの拡大再生

産表式例は，第工部門の蓄積率50%を先行させ，剰余価値率100；ぢ，第I部Fil,.
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第E部門の資本の有機的構成はそれぞれ4:1, 2:1である乙と，および資本の

年回転数は1回である乙とが前提とされている。 「経済成長Jを国民総生産量

という指標（乙乙では価値表示となっているが，乙れを使用価値的・物量的表
仕掛

示との統ーとして理解する）のもとで測定していくなら，年々10%の成長率は

相当高いものといわなければならない。だが問題は，この年々10%の成長率が

ある時点でもって，それ以下への成長率へと変化する乙とであり，それがいかに

生ずるかというその論理構造を明らかにすることが，本稿の課題なのである。

もとより，；上記の再生産表式をいかに累年的に蓄積を行なっても，蓄積条件が不

変なかぎり，年率10%の成長は無限につづき，表式それ自体から成長率の緩慢化

をもたらす要因はでて乙ないことは言うまでもない。とすれば，経済成長の緩慢

化の問題は，マルクスの再生産表式の国民総生産量の年増加率が，いかなる条件

のもとで減少するか，そしてその条件をもたらす背後関係はなにかということ

を問題とすればよいことになる。もとよりこの再生産表式はきわめて抽象的な

ものではあるが，あくまでそれは現実の資本の再生産運動に照応するものとし

て抽象的なのであり，その定在は，それを構成している諸概念を正しく把握し

ておれば，その背後にある現実的なものの運動形態を十分に捉えることができ

るものであることはいうまでもない。したがって，われわれは先にこのマルク

スの再生産表式において年々10予ぢの成長率が維持されていくための諸条件を

示しておいたのであるが，いまやそれらを一つ一つ変化させてみることによっ

て，つまり資本制生産がもっている現実的な条件を表式に導入させることによ

って，資本主義的経済成長の内的構造を検討していきたいと思う。

さきほども述べたとおり，資本主義的生産は剰余価値の生産であり，利潤の

追求を至上目的としている。したがって，われわれはまず年々における成長率

が10%で進行していく先の表式例のばあいに，年々における全社会的手Jj潤率の

変化がどうなっているかを検討しておかねばならなし＇ o 乙乙に第工部門および

第五部門をあわせた利潤率の年々の変化は次のとおりである ι

げは図〕

第一年度 1. 900 
一一一 × 100 7,900 24% 
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1. 900×1. 1 
7~ 900×1.1 × 100 宇 24%
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第三年度 1,900×1. F 
7,900×1. F × 100 宇 24%

したがって

第n年度 1,900×（1.1)nー1τ百axe日デ二「 × 100 宇 245ぢ
年々に資本蓄積はなされても， 資本の有機的構成比率にはなんら変化がな

く，ただ量的に増加していくだけでは， 年々の利潤率は変化しない。 もとよ

り，乙の年次蓄積進行では，資本の有機的構成が一定である乙とが前提されて

はいるが，それ以外にも，資本の回転数をはじめ，資本主義的競争のもとにお

ける資本の資本による価値破壊や，巨大資本による中小資本の収奪，併合。さ

らに，乙の過程を暴力的に進行させていく経済恐慌の勃発，生産と資本の集中・

集積，すなわち独占への移行などといった諸過程，まさに乙れらの点に注目せ

ねばならないのであるが， これらの諸過程が乙こでは捨象されているのであ

る。というよりも，こうした捨象と抽象化によってこそ，上記表式例において，

年率10%の成長率をもっての逐年進行が可能であったのである。 いってしま

えば，逐年進行過程において，諸条件の変化にもとづく撹乱と不均衡，すなわ

ち過剰資本発生の問題は抜きにされているのである。だから，この表式の逐年

的進行は各個別資本家が平均して全社会の平均利潤率である24%強を追求する

という条件のもとで，年々1090の経済成長が可能なのである。そのことは，各

個別資本の絶対的大きさや有機的構成なども異なり，したがって各資本の生産

利潤率と実現利潤率も異なってくることになり，そうなれば競争の論理が必ず

介在してくる乙とからも明らかであろうし，やはり乙こでは諸資本間の優勝劣

敗の過程が捨象されていると見倣しておかねばならない。

とはいえ，このような前提は資本制生産の論理に反するし，たとえ競争戦で

勝ち残ったとしても，それらの資本家が平均利潤だけをもって満足するという

こともまた資本の本性に反している。資本の本性は飽く乙となき利潤の追求で

あり， 24%以上である30；：；ぢの，あるいは50%の利潤を追求することが資本制生

産の，したがって資本の蓄積運動の現実に照応する本体なのであるc だから，

先の年率10%の成長率をもっ再生産表式の順調な進行を可能ならしめていたと
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ころの諸条件は，まさに資本主義的生産の論理そのものに即応したかたちでた

えず変化し，破壊される。以下の展開にあたっては，やはりこの順調な進行を

可能ならしめる基本的な諸条件，すなわち部門間および部門内部相互における

取引条件については言及しない。この展開はすでに多くの表式研究者によって

行なわれてきており，年々に蓄積可能な条件が不可能への条件へと転化するこ

と，およびこの累積的矛盾の激化が経済恐慌を惹き起す高度の必然性をもたら
(1日

すことになるとされているのであるが，本論文ではことさら，その問題へは立

ち入らないことにする。

さてわれわれは，資本の有機的構成が年々変化するばあいには，年々の利潤

率および成長率が，これに対応しながらどのように変化するかをみよう。周知

のごとく資本の有機的構成が高まれば，年々の利潤率は低下していくのである

が， われわれの問題とする年々の成長率ははたしてどのようになるであろう

か。いま現実に第工部門は第E部門より資本蓄積が先行しうるということおよ

び有機的構成の高度化が著しいということにもとづいて，あらたに蓄積される

部分の第工部門の有機的構成が年々次のように変イじすると仮定しよう。 （剰余

価値率は100%，第工部門の蓄積率は50%)

あらたに蓄積される部分の 第 1部門の c:v 
II 第一年度 4: 1 

II 第二年度 5: 1 

／／ 第三年度 6: 1 

II 第四年度 7: 1 

それに対応して再生産の年次進行表式は次のようになるであろう。

〔第3図〕

出発表式

{ I 4川十10 十100 6000 

II 1500 C + 750 V十750m=3000W
第一年度 JI C:V=4:1 

｛工山十1100山ル6600W
II 1600C +800V十800m=3200W

第二年度 JI C:V= 5: 1 
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I 4,858一一C十1191-V十1191一一m=7241-W
3 

5 
JI 174トォーC+870一一一V十870~m=3483ーす－w

3 6 6 3 

第三年度 t1IC:V=6:1 

{ 2 33 33 26 I 5369一一一C+1276一一一V十1276一一一m=7927一一一W42 42 42 42 

26 13 13 10 
JI 1872一一C+ 936-V十 936-m=3744一一W42 42 42 42 

第四年度 t1 I C:V=7:1 

{ 431 抑制問I 5927-C十1356一一一V十1356-m=8640-w672 672 672 672 

657 657 657 642 
JI 1994一一C十 997-v+ 997一一一m=3989一一－；W672 1344 1344 672 

さて，この年次表式例からすれば，年々における国民総生産量および社会的

利潤率は，

第一年度 度年

お
ニ

バ

第

叩
ハh
u

一つ／』

度

3
一4

年

行

三

戸

山

第

什

第四年度

515 
12,630-672 国民総生産量 9,800, 

社会的利潤率 24.05% 23.81% 23.37% 22.91労

と変化しており，各期間における生産増加量についてみれば，

第一年度→第二年度 925 

36 
第二年度→第三年度 94542 

第三年度→第四年度
611 
958一一一672 

となって徐々にではあるがこれも増大していく傾向にある。だが，この期間

内における年々の成長率について計算してみるならば，

第一年度より 第二年度へ， 9.44% 

第二年度より 第三年度へ， 8.83% 

第三年度より 第四年度へ， 8.22% 

となって，成長率の急激な緩慢化が顕著に表わされる乙とになる。

つまり，資本の有機的構成が高まれば搾取率，蓄積率は一定の条件の下に，

社会的平均利潤率は低下し，加うるに経済成長率も伸び悩むどころか限りなく
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低下することが内的構造として明らかになるのである。乙の乙とは，なにも数

学的操作からだけではなく，現実に即して考えてもはっきりしている。なぜな

ら，新たに蓄積される部分のうち，急速に増加するのは不変資本部分であり，可

変資本部分の増加率は漸次減少する。この剰余価値を生みだす可変資本の伸び

が小さくなれば，その結果として翌年度に蓄積される部分の伸びも次第に小さ

なものとなるので，たとえ有機的構成の高度化が行なわれて，不変資本部分へ

と転化される部分の伸び率は一時的に大きくなることはあっても，年次進行の

全過程を通じてみれば，低下の方向をとらざるをえない。したがって，社会全

体として生産される商品総量は，たとえ生産性の上昇が期間中にあったとして

も，一定の時期を画してその増加率を急速に低下せしめる結果となるのである。

もとより，このような年次的進行が，利潤率の低下を無視しつつ進行すると

いう乙とはありえない。なぜなら，かかる利潤率の低下は，現実との対比で考

えれば，現実資本の価値破壊，利潤実現の不可能，取引や支払関係の連鎖の切

断等々を内容とする経済恐慌，したがって資本主義的再生産そのものの困難を

もたらすからである。この経済恐慌という大暴風の中では，弱小資本は陶汰さ

れ，強力な独占的資、本層はふたたび高い利潤率を獲得するような方向へと再生

産の軌道を動かすであろう。したがって法則そのものとしては，たえず利潤率

も経済成長率も体制的に低下せしめられるという傾向をもちながらも，この傾

向は現実の多様な諸要因によって阻止されたり，逆行したりすることが屡々あ

ることはいうまでもなく，結果としては一つの循環的な波動運動の形態をとり

ながら貫徹されていくことになるのである。ここに資本主義的経済成長の基本

的な構造が示されているということは確認せられてよい口くりかえし述べるな

らば，資本主義的経済成長の現実的形態は簡単な直線的上昇ではなく複雑な波

動を描きつつ，しかも漸次その上昇度を鈍化させていくのである。つまり成長

の姿態は，短期的には上昇と下降の波動を繰り返しながらも，長期的・体制的

にはその上昇率を緩慢化するということになるのである。

しかし次にあらたな問題が生じうる。それは一方で，先に述べた上下の波動

を含みつつも，おしなべて平均すると，年々大体等しい成長率を産業資本主義

段階の各国がもって成長してきたという歴史的事実と，いままでみてきたよう
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うな資本主義の内的論理，すなわち成長率が漸次低下するということとが矛盾

：しないかという疑問である。

資本主義的生産様式のもつ内的諸法員Jjが現実における具体的現象として直接

そのままあらわれるとする乙とは，論理のもつ抽象的意義を無視することにな

るが，もとより両者が全く無関係であるというふうに言ってしまうのも誤りで

あろう。両者のあいだには，もろもろの諸要因が介在し，その法則を促進した

り，あるいはその進行を阻止したり，蔭弊したりすることがあるが，そしてそ

のようなばあいがむしろ一般的なのであるが，にもかかわらず赤い一本の糸が

両者のあいだには固く結びづいているものであることを，われわれはつねに考

えておかねばならないっとはいえ，乙こで資本の有機的構成が競争戦のなかで

たえず高度化していくということが，資本主義にかんして論理的にもまた歴史

的事実としてもそうなのであるが，そういう過程のなかで成長率がかなり高い

水準に保たれたのはいったい何故であろうかという疑問があらためて提起され

るのは当然であろう。そこでもし高度成長を維持していく資本主義経済のなん

’らかの機構があると曲りなりにも釈解するならば，国家なり政府が主体者とな

ってしかるべき経済政策，すなわち経済規模の拡大とその結果として利潤取得

量の絶対的増大をめざす政策をと忍ことによって資本主義は永遠に繁栄できる

かのようになる。こうした計画的資本主義，規制された資本主義への幻想こそ

は，現代プノレジョアイデオロギーの中核であり，その代表はケインズ投資理論

であることは周知のとおりである。

だが乙うした思考は資本主義的生産様式の構造をなんら理解していないか，

あるいは全くのブルジョア的欺蹴性にもとづくものである。なぜ、なら再三再四

述べてきたように，個別資本家にとってもっとも関心があるのは，一国の経済

成長ではなく，個別的にただ利潤，できるだけ大きな利潤を獲得することなの

であって，乙こでもしなんらかの課題をだすとすれば，技術の改善・導入によ

って資本の有機的構成が高まり，一般利潤率が低下していくという社会的過程

の中で，個別資本家は彼らの利潤量を最大限に獲得するためにいかなる対処を

しているかということでなければならない。だから経済成長との関連では，利

三閏の獲得を減少させまいという個別資本家聞の競争の結果としてのみ，いわば
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事後的にのみ経済成長は問題となってくるにすぎない。このことをしっかりわ

れわれは念頭においていなければならない。

したがって，われわれは現実の資本家による蓄積運動一一一この蓄積運動はよ

り多くの利潤をもとめてなされる資本運動であるが一ーに照応するものとして

さきにみてきた有機的構成の高度化，および資本回転数の増加などがあるが，

資本の回転数は年1回という絞述上の前提があるため，ここでは残された重要

課題として資本蓄積率の高度化をとりあげなければならない。まさに，かかるも

のとして資本家は有機的構成高度化の結果として生じた利潤率の低下を量的側

面から個別的に補足しようとするのである。乙の資本蓄積率の高度化は，個別

的資本の意志によるものとしてあらわれるが，しかしそれは資本一般の論理と

して社会的に要請されたものであり，あくまでも社会的なものなのである。資

本主義社会が完全競争を前提とするかぎり，この資本蓄積率の高度化は社会的

な運動として，第I部門，第E部門の区別なく全社会的規模において行なわれ

ることになるのである。

われわれはさきに，資本の有機的構成を高度化させることによって成長率の

緩慢化の傾向を再生産表式によって検出してみたのであるが，つづいて資本の

蓄積率を増加させることによって利潤量〈剰余価値量〉および成長率がいかに

変化していくかを再生産表式から検出することにしょう。

出発表式

{ I 4000 C + 1000V 十 1000m = 6000 
JI 1500C + 750V 十 750m = 3000W 
（有機的構成 IC:V=4:1, JIC:V=2:1 ¥ 

剰余価値率両部門ともに100%. I 

ここで各年次進行附ける第工部門の蓄積率を出発年度はと， 第二年度

ξ第三年度乞第四年度ーと増加するように設定してみようOもとより茎7 
8 8 

積率がこのように急激なスピードでもって全社会的に増大するということは考

えられないにしても， きわめて短い期間をとってみれば， 景気の循環過程のh

一局面としては，実現された剰余価値の著大な部分を新たな資本へと転化させ

ることはありうるのであって，この仮定が全く非現実的なものとは言えないの
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である。さてさきのばあいとおなじ理由から，部門相互間，および部門内部に

おける取引関係とその不均衡化過程等の詳細な記述は省略し，蓄積にさいして

は第工部門が先行し，それに第E部門が完全従属するというかたちで，逐年の

再生産過程の表式展開を示すと次のようになる。

〔第4図〕

/U発表式（次年度への蓄積率÷）

{ I 4000C + 1000V + 100 
Il 1500 C 十 750V 十 750m

第二年度（次年度への蓄積率÷〉

{ I 4仰＋ 1100V 十 1100

Il 1600 C 十 800V 十 800m

第三年度（次年度への蓄積率÷〉

6000W 

3000W 

6600W 

3200W 

（工 4950C 十 1山十1237+m=7425W 2 

Il 1640C + 830V 十 830m = 3320W 

第四年度（次年度への蓄積率七

{ ~ 5 5 I 5692--C + 1422一一一V+ 1422一一一m = 8537一一－ w
8 8 

Il 1732C + 866V 十 866m = 3464W 

第四年度の結果

f 99 799 799 叫
I 6688一一C + 1671一一－v十 1671一一m = 10,031-w 350 1400 1400 1400 i 科67 4467 4467 8934 
Il 1848一一一一C十 924一一一一一V+ 924一一一一m=3696一一一－w11200 22400 22400 11200 

さて， この年次進行表式例からすれば年々における利潤総量， 国民総生産

量，経済成長率について計算してみると次の表のようになる。一言にして，こ

の年次進行の趨勢を言いあらわせば，いわゆる「高度成長」の姿態を表わして

にし1るということができる。
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〔第一表）

｜利潤量｜国民総生産｜期！日］経済成長率

山光年度 1750 9000 

第二 if皮 1900 9800 8. 8996 
う

山三年度 2067十 10,765 9. 8596 

第四年度 2288一子 6 
12，叩ト画一 11. 4996 

第五年度 2595一17一25一1 2486 14. 3996 
22400 13，’728一1一1一20一0 

このようにみてくると，われわれは一方で資本の有機的構成の高度化が利間

不の低 Fをもたらし， 他方で資本の蓄積率の高度化が利潤率をかえることな

し利潤量を増大させていくという資本主義的蓄積の二つの運動の内容を詳細e

lこ矢口ることができるのであるc

(3) 経済成長と生産関係

われわれは，資本そのものの本性としてたえずあらわれる蓄積巡到の二つのJ

方向，有機的構成の高度イじと蓄積半の高度化を統一的に把握して，結局のとこ

ろ，それが社会的総資本の利潤追求競争にどのような影響を与えるかというこ

とを理解していかねばならない。したがってわれわれは資本制生産に付｜治的に

あらわれるかたちとしてのみ経済成長率の変化の問題を捉えていかねばならな

いのである。

だがこれまでのように簡略な表式でとりあげた「経済成長」にかんするわれ

われの促え方を普遍化し，その推論過程で捨象された諸条件を無出して，その

まま現実に適用するならば， きわめて大きな誤りに導かれることになるc つ

まりわれわれは種々の側出を捨象して機械的に再生産表式を探作してきたので

あヮて，有機的構成が高度イ七したから，あるいは蓄積率が高度化したからとい

て，すぐそのまま直線的に経済成長が停滞したり，高度化したりするものでは

ずぷし、。



資本主義的経済成長の構造について -63 -

なぜなら今まで述べてきた二つの蓄積運動の方向はたえず同時的に行なわれ

るのが一般的であり，しかも展開された論理は非常に基本的ではありながらも

抽象度が高く，より具体的で重要な要因が捨象されており，表式展開も論者の

悉意的操作によってなされてきたからである。つまり，われわれの表式展開に

あっては，第工部門における資本の有機的構成，あるいは蓄積率をただ機械的

に変化させながら，前年度の生産結果としての第I部門の剰余価値を，第工部

門の前提されたあるいはあらたに予定された有機的構成比率にもとづきつつ，

それぞれ不変資本部分と可変資本部分へと分割して当年度におけるICとEV 

を決定し，その活動結果としてのImは， これをつねに10096という前提のも

とで算出してきたのである。しかるに第E部門については，資本制生産にとっ

て必然的である無政府的な，資本の蓄積衝動を全く捨象し，次年度への出発に

さいして第工部門が必要とする消費財の量を第E部門の不変資本として決定

し， しかるのちに第E部門の有機的構成2:1という前提にもとづいてEV 

を， さらに剰余価値率100%にもとづいてEmを決定するという表式操作によ

って拡大再生産は順調に進行するという，筋道で展開されているからである。

しかるに，拡大再生産が年々順調に進行するための基本的条件は，各生産部

門内での相互取引がまずもって順調に進行し， さらに， Iv+m>JI Cという

条件が成立していなければならない。こうした諸取引関係に関する諸問題はわ

れわれの論述過程では全く捨象されていたのである。つまり，両部門の資本の

有機的構成を独立的に高度化して年々の再生産表式の進行具合をみれば，そこ

には明らかに不均等発展とその結果としての不均衡が生ずるのであって，その

ことは第工部門と第E部門の蓄積率を独自的に，したがって無政府的に増大さ

せて表式の逐年的進行をみるばあいでも全く同様であって，両者はいずれも簡

単な表式例でもって，その不均等発展と不均衡化とを検出しうることは周知の

とおりである。だから，資本主義経済が高度の成長を遂げていくばあいには，

まず第工部門が急速かつ不均等に発展し，その過程で第E部門との不均衡が生

じ，この不均衡の累積，撹乱の激化は現実の問題としては必ず過剰生産恐慌と

なって爆発するのであって，われわれの表式計算のように無限にその順調な進

行が可能であるというわけにはし可かないのである。たとえ拡大再生産が順調に
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進行し，高度成長が行なわれるばあいでも，激烈な競争戦によって資本による

資本の価値破壊が絶えず行なわれ，かかる競争戦を基軸として展開される価値

破壊を踏み台としながら，資本はやっと利潤を確保し，その結果的な現象とし

てのみ高度成長があらわれうるのである。だから言ってしまえば，まさにその

過程こそは巨大資本による弱小資本の駆逐と併合の過程にほかならないのであ

って，この過程を通ずることによって，他方で資本の巨大な集中と集積が行な

われ，一時的な超過利潤の獲得としてではなし恒常的な超過利潤獲得のため

に独占が形成されるのである。 またその反面にかかる超過利潤の提供者とし

て，弱小資本群の定在を不可欠なものにならしめ，それらはたえず平均利潤以下

に甘んじ，不況期にはまず第ーに破滅する運命を背負わされているのである。

さらに追加して考察すべきことがある。それはさきほど資本の蓄積運動の中

で述べた利潤増大のための二つの方向，すなわち有機的構成の高度化と蓄積率

の増大化であるが，このこつと剰余価値率，搾取率との関係である。現実の問題

として第E部門における技術的改善と生産性の向上は，労働力の価値を低下せ

しめる結果となり，相対的剰余価値の生産を増大させ剰余価値率を大ならしめ

る。他方で蓄積率の増大は，剰余価値量の絶対的制限と衝突し，この衝動は，資

本家の労働者階級に対する圧力として作用することになる。したがって，われわ

れは拡大再生産が進行していく過程のなかで，剰余価値率が変化するばあいを

検討しておかねばならない。がしかし，これはいままでの年々における表式変

化を念頭に思いおこせば，結局蓄積部分が増加していくのであるから，逐年の

成長率は急速に大きくなっていくことが容易に推測しうるのである。

乙のようにみてくると， つまるところ経済の高度成長が行なわれるために

は，一方で競争戦が激化し，巨大資本がたえず弱小資本を没落させて併合する

乙と，他方では労働者階級に対する搾取と収奪かより強められるということの

三つを前提としなければならないということがわかる。

だが， これらのことは決して資本主義の繁栄と強化をもたらすものではな

く， 巨大資本による弱小資本の収奪は弱小資本側の資本破壊をもたらし， 中

小企業者の巨大資本に対する斗争を一層激化せしめるであろう。また労働者階

級に対する巨大資本の直接的圧迫は，たえず拡大していく生産と制限された消
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費との矛盾を拡大させ，高度成長を不可能とするばかりでなく，斗争における

労働者階級の団結をより強固なものとし，資本主義そのものの土台をも根本的

にゆり動かすに至るであろう。

乙のような資本主義的生産様式そのものの危機は別としても，激烈な競争戦

における過剰生産とその結果としての恐慌による資本の価値破壊は個別的には

ともかく，資本家階級全体としても明らかに大きな損失である。しかし，乙の

損失は資本主義が資本主義であるかぎり必然的な産物であり，この損失を資本

家階級の中でいかに処理するかが極めて大きな問題となる。 乙の処理の方法

は， 自由競争段階では全く競争によって行なわれる。 なぜ、なら，この処理を

なす機構が競争戦渦中にある諸資本の無政府的意志にゆだねられており，しか

も諸資本相互間の力関係は大体において平均的なものだからである。したがっ

て， r失の処理をなす機構が幾分なりとも確立するとすれば，そ乙に力の差異
が，資本力の差による優者と劣者の階層分化が出来あがってはじめて可能とな

る。 つまりこの階屑分化をもたらすものは， 生産力の発展を各個別資本がど

のようにして資本増殖力として適用せしめうるかということに起因する不均等

発展を基軸とするものである。そのことを歴史的にみれば，生産手段が巨大化

し，それに照応したかたちで巨大な資本が必要とされる段階においてはじめて

近代的独占の成立が可能となったのである。 乙の巨大な力をもっ独占の成立

は，資本家階級全体の損失をアクトサイダーの弱小資本へ転嫁させるという機

構を社会的なものとして現実化させたのである。

乙の損失分配機構の形成乙そは，生産の社会化の資本主義に特有な形態とし

てあらわれるものであり，従来各個別資本の怒意的契機にもとづく自由競争下

の経済成長は，独占の独自的機能とその作用形態による自由競争の制約を媒介

とした， そういう独占資本主義の内的論理に即応するかたちでもって， 経済

成長は新たな性格のものへと姿態変化し，緩慢化の傾向をたどる結果となるの

である。しかし，独占資本が自己の利潤を完全に追求していく一つの政策とし

てこの「経済成長率」を操作しようと意図しても，資本主義の無政府性はこの

意図を空しいものとする。またたとえ独占資本が国家機構を利用する段階に去

っても，この操作を完全ならしめることは決してできない9
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なぜなら，独占資本聞の競争，独占資本とアワトサイダー資本との競争は資

本主義社会においては絶対に止揚しえないものであり，乙の資本の利潤追求と

いう内的な，しかも絶対的な至上命令からすれば，やはり諸資本による利潤追

求競争の結果としてのみ，蓄積運動の結果としてのみ，その矛盾が爆発した結

果としてのみ，資本主義的な「経済成長」の姿態を正しく把握する乙とができ

るのである。

(4) 結びにかえて

本稿を終わるにあたって，われわれは，もう一度この問題との関連でドップ

とロストワの論説にふれておこう。

ドッブは，古く，かつ開発された資本主義において，近年その成長率が停滞

しているのは， 「多くの資源が，内外における軍事支出に呑み込まれてしまっ
出）

ている」からであると述べているが，乙のことはすでにわれわれもみてきたよ

うに，乙れらの諸資源は本来剰余価値のうち新たに蓄積へと向けられる部分に

相応するものであり，この蓄積部分の減少は，そのまま結果として成長の緩慢

化に結びつくー要因となるのであり， ドッブの説明はそのかぎりでは一応納得

する乙とができる。しかし，それが成長緩慢イじの原因のすべてであるかどうか

は，乙れまでみてきた乙とからすれば多くの疑問の残ると乙ろである。

また，ロストワについてみれば，彼の「経済成長」論は生産関係論を抜きに

した物量論のみであり，その結果，経済成長が国民全体の利益をもたらすかの如

き幻想を与える乙とになっている。乙の点はすでに本稿で明らかにされたよう

に，高度の経済成長が資本主義のもとでは外ならず資本の急速な蓄積運動であ

る乙とから，物量的には大きな成長を遂げたとしても，社会的生産関係に大きな

矛盾をいたると乙ろで惹起する。そのーは，過剰生産にもとづく資本の価値破

壊をめぐってなされる独占資本と弱小資本の対立であり，第二は，大量の蓄積元

本を獲得するための賃金切り下げや労働強化を内容とする，資本家と労働者階

級の対立であり，第三は，部門間不均等発展にもとづく，工業と農業との対立，重

工業と軽工業の対立である。したがってロストクの物量的成長理論ではかかる

詩階級対立の分析は不可能であるばかりかF むしろ巨大独占資本に利益奉仕す

ご母d
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る理論であり，階級矛盾を蔭弊した理論であるといわねばならない。その点で

はマノレクスの再生産表式が，物量的にのみならず生産関係をも含めて経済成長

にともなう諸矛盾を抽象的ではあっても基本的に捉えうる点は高く評価しなけ

ればならない。
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